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ウクライナ戦争「停戦」に向けた動きが急速に早まって

いる。米国とウクライナが「ロシアとの３０日間停戦案」を

打ち出したことで、今後はロシアの出方が焦点となって

いた。 

１３日、記者会見したプーチン大統領は、この停戦案に

「今の状況を考えると、停戦は受け入れられない」「クルス

ク州からのウクライナ軍の撤退が先だ」と述べるなど停戦

交渉に強い難色を示した。さらに３０日間の停戦は「ウク

ライナの動員や兵器供給のためなのではないか」と指摘 

 

し、停戦期間がウククライナ軍の立て直しに使われる可能

性への懸念を示した。「停戦には賛成だが、長期的な平和

につながり、危機の根本原因を除去するものでなければ

ならない。当事者（ロシア）が受け入れ可能な停戦合意に

進むべきだ」とも述べ、領土問題でも譲歩する考えがな

いことを強調した。ただ、プーチン氏は「アイデアは正しい。

トランプ大統領と議論するべきかもしれない」と前向きな

姿勢も見せており、米国との協議次第では「停戦案」を受

け入れる可能性をほのめかしている。 
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ロシア、ウクライナ一時停戦案を拒否 
米国との協議次第で受け入れ可能性示唆 
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■ジャンル：国際（主にアジア） 国内 政治 経済 金融 環境 気候変動 クリーンエネルギー 建設 鉄鋼 製造 通信 
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ジェトロ、経済団体 オピニオン 
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